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Ⅰ 2027年3月期 第1四半期決算



【単体】（単位：億円）
’25/6期
実績

’26/6期
実績

前年比

コア業務粗利益 255 306 +51

資金利益 228 275 +47

貸出金利息 203 260 +57

預金NCD利息（▲） 43 71 +27

有価証券利息配当金 51 68 +16

その他資金収支 16 18 +1

役務取引等利益 22 23 +1

その他業務利益 4 7 +2

経費(臨時処理分除く) (▲) 164 179 +14

コア業務純益 90 127 +36

信用コスト(▲) 5 0 ▲5

有価証券関係損益 0 ▲11 ▲11

経常利益 91 126 +34

四半期純利益 68 95 +27

決算のポイント

 法人向け貸出を中心とした貸出金利息の増加や有
価証券の利回り上昇によるトップライン収益の増
加を主因に、コア業務純益は３期連続の増益

 経費は増加、20年債等の売却により有価証券関係
損益がマイナスとなるも、上記トップライン収益
の増加で吸収し、四半期純利益も３期連続の増益

当期純利益の増減要因
(億円)

資金利益

その他
業務利益

役務収支

経費増加

信用
コスト
減少

有価証券
関係損益等 法人税

等増加

’26/6’25/6

１ 業績概要（単体決算）

コア業務純益、当期純利益ともに３期連続の増益

+47
+5

▲14 ▲7

+2

95

68

+1

▲7

1



子会社の状況

（単位：億円）

経常収益
’25/6期
実績

’26/6期
実績

前年比
純利益

札幌北洋リース
経常収益 60 64 +4

純利益 1 +1 +0

ノースパシフィック
経常収益 5 6 +0

純利益 ▲0 ▲1 ▲0

北洋証券
経常収益 4 5 +1

純利益 ▲0 0 +1

北海道共創パートナーズ
経常収益 4 4 +0

純利益 0 0 ▲0

その他２社
経常収益 7 6 ▲0

純利益 0 0 +0

連結子会社6社合計
経常収益 82 87 +5

純利益 1 1 +0

【連結】（単位：億円）
’25/6期
実績

’26/6期
実績

前年比

連結コア粗利益 263 312 +49

資金利益 216 259 +42

貸出金利息 202 258 +56

預金等利息（▲） 43 71 +27

有価証券利息配当金 41 53 +12

その他資金収支 16 18 +2

役務取引等利益 37 40 +2

その他業務利益 9 13 +3

経費(臨時処理分除く) (▲) 176 192 +15

連結コア業務純益 86 120 +34

信用コスト(▲) 10 5 ▲5

有価証券関係損益 0 ▲11 ▲11

連結経常利益 81 112 +31

親会社株主に帰属する当期純利益 59 82 +23

２ 業績概要（連結決算）

前年比増収増益 子会社合算も前年から良化
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55 91
130

82
88

97
11

23

32

'24/6_実績 '25/6_実績 '26/6_実績
法人 個人 公金

【単体】（単位：億円）
’25/6期
実績

’26/6期
実績

前年比

資金利益 228 275 +47

預貸収支 160 189 +29

貸出金利息 203 260 +57

預金NCD利息(△) 43 71 +27

有価証券利息配当金 51 68 +16

円債 21 35 +14

株式 24 25 +1

外国証券 0 2 +2

その他 5 3 ▲1

うち投信解約益 0 0 0

その他資金収支 16 18 +1

資金利益(除く投信解約益) 228 275 +47

貸出金利息・貸出金利回り（億円）

4

43

71

'24/6_実績 '25/6_実績 '26/6_実績

0.801%

1.027%

1.286%

預金利息・預金利回り（億円）

３ 資金利益

預貸収支、有価証券利息配当金ともに前年から増加

0.015%

0.158%

0.258%

260

203

149
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10,131 
14,461 17,488 

19,834 

20,231 

22,086 

22,349 

22,957 

23,583 

22,292 

21,852 
18,221 

'24/6_実績 '25/6_実績 '26/6_実績

大中堅企業向け 中小企業等向け 個人向け 地公体等向け

貸出金平残の推移（億円）

道内中小企業
+439

（年率+2.4％）

法人貸出平残（億円）

（18,512）

４ 貸出金

4

法人・個人ともに貸出ボリュームは増加

（18,283）
（18,723）

（5,775）
（6,191）

（3,224）
財務省向け

▲2,966

81,380
前年比＋1,877

年率+2.3％

74,607

7,514 8,802 8,526 

18,283 18,723 18,985 

8,894 
12,048 11,890 

'25/6_実績 '26/6_実績 '27/3_計画

道内_大中堅 道内_中小企業 道外貸出

39,574
年率＋14.0％

34,692

39,402
年率＋5.0％

個人貸出平残（億円）

21,570 22,137 22,138 

1,387 1,446 1,401 

'25/6_実績 '26/6_実績 '27/3_計画

住宅資金 住宅資金以外

23,583
年率＋2.7％22,957

23,539
年率＋1.5％

79,502



【種類別】 預金平残の推移（億円）

30,973 30,936 31,256 

69,472 70,098 70,555 

8,877 8,756 8,789 

'24/6_実績 '25/6_実績 '26/6_実績

法人 個人 公金・金融

【セクター別】 預金平残の推移（億円）

５ 預金

5

各セクターで預金ボリュームが増加 預金全体に占める流動性預金の比率は引続き80％超

110,601
前年比＋810
年率+0.7％109,323 109,791

80,686 81,777 82,288 

5,919 5,920 5,693 
2,337 2,295 2,209 

17,421 17,150 17,658 

2,958 2,647 2,751 

'24/6_実績 '25/6_実績 '26/6_実績

普通預金 当座預金 その他流動性 定期預金 その他預金＋NCD

110,601
前年比＋810
年率+0.7％109,323 109,791

※当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金、別段預金、納税準備預金の合計（非居住者円預金、外貨預金は除く）

うち
流動性 90,768
同比率 82.1％



18 21 
35 

27 24 

25 
1 0 

2 
3 5 

3 

’24/6_実績 ’25/6_実績 ’26/6_実績

円債 株式 外国証券 その他

0.830% 0.790%

1.049%

23,048 24,124 23,891 

318 
158 394 

1,679 1,838 1,705 

’24/6_実績 ’25/6_実績 ’26/6_実績

円債 外債（含む投信） 株系資産※

5.18
4.46 4.25

3.08 2.83

’24/6_実績 ’25/3_実績 ’25/6_実績 ’26/3_実績 ’26/6_実績

有価証券評価損益（億円）
※ 純投資株式、政策投資株式、リートなど

有価証券利息配当金（億円）・利回り

有価証券残高実績（億円） 円債デュレ－ション（年）

６ 有価証券運用 ～残高・利回り・デュレーション・評価損益～

6

51

68

50

市場金利の上昇および長期債の入替により利回りが改善 デュレ－ションの短期化も進む

26,120 25,99025,045

▲ 724
▲ 1,069 ▲ 954 ▲ 910

▲ 664

1,160 
952 939 

732 
491 459

▲ 101

68

▲ 184 ▲ 144

’24/6_実績 ’25/3_実績 ’25/6_実績 ’26/3_実績 ’26/6_実績

円債 株式 有価証券全体



残存期間別の円債残高（簿価ベース：億円)

６ 有価証券運用 ～円債ポートフォリオ～

7

20年債の処理は完了 残存3年以内の償還再投資により今後のインカムアップを図る

3,043 

7,558 

5,425 

1,802 

2,891 
3,109 

63 

1年以内 1年超_2年以内 2年超_3年以内 3年超_4年以内 4年超_5年以内 5年超_10年以内 10年超

第1四半期決算にて
20年債を全額売却

残存３年以内の円債約16,000億円（平均利回り0.48％）



【連結】 （単位：億円）
’25/6期
実績

’26/6期
実績

前年比

法人関連 6 7 +1

ソリューション関連 1 3 +2

法人融資関連 0 0 ▲0

北海道共創パートナーズ 4 4 ▲0

預り資産関連 9 12 +3

投信・保険 6 7 +1

金融商品仲介 0 0 +0

北洋証券 2 4 +1

団信保険料 ▲22 ▲23 ▲0

為替手数料 15 16 +0

他子会社（ＨＫＰ・証券除く） 10 10 +0

その他 19 18 ▲1

合 計 37 40 +2

7 6 
8 

3 
2 

4 

'24/6_実績 '25/6_実績 '26/6_実績

投信・保険・金融商品仲介 北洋証券

預り資産関連（億円）

７ 役務取引等利益

8

2 1
3

2 4

4

'24/6_実績 '25/6_実績 '26/6_実績

ソリューション関連・法人融資関連 HKP

法人関連（億円）

12

9
10

6
5

グループ一体の取組みにより収益は増加

7



231 
255 

306 

159 164 
179 

68.8%

64.4%

58.4%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

'24/6 '25/6 '26/6

コア業務粗利益 経費 コアOHR

67 68 75 

80 83 
89 

11 12 
14 

'24/6 '25/6 '26/6
人件費 物件費 税金

+6

【前年比主な増減要因】

人件費＋６⇒ ベースアップなどによる増加

物件費＋６

⇒ 動不動産償却＋２、広告宣伝費＋１、帳簿印刷費＋0.7など

税金+1 ⇒ 物件費増加などの比例増

179
（前年比+14）

+6

+1

経費・コアOHRの推移（億円） 経費の内訳（億円）

８ 経費

経費は増加するもコアOHRは低下

164159

9



破産更生債権
及びこれらに
準じる債権

危険債権

要管理債権

※ 部分直接償却を実施した場合の総与信に占める開示債権の比率

【単体】

開示債権額（億円）・比率※

９ 与信関係費用・不良債権

145 122 110

435 454 487

359 352 315

'24/6 '25/6 '26/6

0.96％

0.90％ 0.89％

940
913928

開示債権比率は低水準を維持

10



10 2027年3月期業績予想

決算のポイント

当期純利益の増減要因（億円）

■ 利益増加要因

①貸出金利回りの改善等

（2027年1月政策金利0.75％⇒1.00％想定）【＋167】

②有価証券運用益の増加 【＋46】

③その他資金収支の増加 【＋4】

■ 利益減少要因

①預金支払利息の増加 【▲98】

②新人事制度導入、賃上げ等による人件費の増加 【▲13】

③広告宣伝費、業務委託費等の物件費の増加【▲44】

【 】は前年比増減（億円単位）

【単体】 （単位：億円）
’26/3期
実績

’27/3期
計画

前年比

コア業務粗利益 1,085 1,193 ＋107

資金利益 947 1,065 ＋118

貸出金利息 892 1,059 ＋167

預金NCD利息（▲） 196 295 ＋98

有価証券利息配当金 201 247 ＋46

その他資金収支 50 54 ＋4

役務取引等利益 111 111 ▲0

経費(臨時処理分除く)(▲) 677 738 ＋60

コア業務純益 408 455 ＋46

信用コスト(▲) 40 40 ▲0

有価証券関係損益 ▲34 ▲23 ＋11

経常利益 359 435 ＋75

当期純利益 251 293 ＋41

72

資金
利益

その他
業務利益

役務
収支

経費
増加

信用
コスト
減少

有価証券
関係損益等

法人税等
増加

’26/3 ’27/3

+118

▲0 ＋0
+24

▲29

251
293

▲11

▲60

【連結】 （単位：億円）
’26/3期
実績

’27/3期
計画

前年比

連結コア粗利益 1,167 1,273 ＋105

経常利益 375 444 ＋68

親会社株主に帰属する当期純利益 256 294 ＋37

資金利益の増加を主因に前期比増益を見込む

2026年6月4日開催 第28回インフォメーション・ミーティング資料再掲

11



Ⅱ トピックス



１ 政策保有株式

新縮減計画期間(’26/4~’29/3)

（単位：億円）

 新中計では「2029年3月末までに政策保有株式を連結純資産比率

20％未満(時価ベース)」とする、新たな縮減計画を策定。

 道内銘柄含む全先との交渉を進めており、足元では縮減は順調に

進んでいるが、目標の早期達成を目指し交渉を継続していく。

【対話の状況】

対象先 前向回答 対話継続

38先 12先 26先

’26/3末 ’29/3末

政策保有株式の時価 連結純資産比率

28.9%

連結純資産比率

20％未満

’26/6末

21.7%

政策保有株式の縮減は着実に進展 計画の早期達成を目指す

12



２ 北海道密着戦略 ～信託業務～

13

道内に本店を置く金融機関としては初

「人生100年時代」
金融資産の管理や
承継ニーズの高まり

高齢化が進む北海道の資産管理・承継ニーズに、
新たに「信託」を加えたワンストップ提案を実現

ほくよう遺言代用信託
相続発生時に、予め指定された受取人が
信託財産を受け取ることが可能

ほくよう暦年贈与型信託
指定された条件に基づき、
毎年家族へ贈与することが可能

Point
認知症等の意思能力の低下に備え、
予め指定された受益者代理人による払い出しも可能

毎年、贈与の意思確認を行い、その年の受贈者・贈与
金額を決められる（柔軟な贈与が可能）

■ 信託業務の兼営認可を取得

ライフステージ

Point

※商品内容詳細は、パンフレットまたは商品概要説明書をご確認ください。



３ 非金融・多角化戦略 ～北海道マザーファンド～

業界再編に向けた支援

株式会社MOEホールディングス様と共同で、

介護業界再編を目的とした持株会社を設立。

➡ 2026年7月1日付で、株式会社TMらいふ

サポート様の全株式を取得

14

【北海道マザーファンド第１号案件】

■ 昨年12月、投資専門子会社「北海道マザーインベストメント」を設立

■ 経営改善や人材不足、事業承継などの経営課題の解決を面的にサポート

【スキームイメージ図】



３ 非金融・多角化戦略 ～ＡＩ～

15

AI事業専門子会社「AI Ignition株式会社」

AI教育研修

広告制作

AIコンサルティング

地域企業の生産性向上と
競争力強化を目指す

【生成AIの活用支援】



３ 非金融・多角化戦略 ～結婚相談所～

16

当行の信用力・店舗網・知名度を
活かした婚活サービス展開

北洋銀行の結婚相談所 plus-H

2026年7月

当行職員・お取引先企業の従業員さまを対象に
最大2年間の実証実験を開始

全国規模の良質な出会いの機会を提供

銀行本体による結婚相談所事業の運営は

全国で2行目

北洋銀行
培ってきた
「信頼」と「安心」

株式会社IBJ
日本最大の
婚活プラットフォーム

×

北 海 道 民 の
婚 姻 ニ ー ズ を

サ ポ ー ト

非 金 融 事 業
拡 大

お 取 引 先 企 業 へ の

『 福 利 厚 生 の 提 供 』

『 後 継 者 問 題 』

へ の サ ポ ー ト



４ ロイヤルティ向上戦略 ～富裕層向け施策～

ほくよう札幌駅前ラウンジ 開設

新たな付加価値をお届け

法人オーナー・ビジネスエグゼクティブ向け

「くつろぎ」と
「仕事」を
両立できる空間を提供

17



１．まちづくりへの貢献に関する知見積み上げ

エスコンフィールドHOKKAIDO、２軍施設(恵庭市)、

周辺地域の開発への関与

２．金融コンサルティング機能の提供

エリア開発に関する金融面のサポート、選手・職員への

金融情報の提供

３．非金融分野での連携

ビジネスマッチングやM&A情報の提供など、非金融

分野での連携を強化

１．新アリーナ構想に伴うまちづくりの協力

当行が持つ金融機能や知見、道内における幅広い

ネットワークを最大限活用してサポート

２．金融リテラシー向上サポート

選手・職員への金融情報の提供、地域の子どもたちに

向けた金融教育における連携

３．スポーツを通じた地域活性化

地域コミュニティの形成、北海道の魅力発信など、

地域社会の発展につながる取組を共同で推進

４ ロイヤルティ向上戦略 ～プロスポーツ支援～

北海道の発展、相互の成長と
顧客満足度向上を目指す

スポーツ
×

金融

新たな事業モデル
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【パートナーシップ契約締結】 【包括連携協定締結】
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